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【研究要旨】 
患者の希望に沿った看取りを実現するためには、人生の最終段階における医療・介
護提供体制や提供状況に関する実態を地域毎で把握し、関係者間で課題・要因を共有
し、対策を検討するといったマネジメント展開が必要となるが、現時点では、実態把
握のための手法すら確立できていない状況にある。 
そこで、本研究では、既存統計を用いた在宅看取りの実態把握の現状・課題と改善
策を検討するとともに、死亡診断書に基づく現行の統計管理ならびに運用上の課題の
抽出と改善策を提言することを目的とする。 
初年度は、①先行研究調査（文献、報告書）、②在宅医療にかかる地域別データ分析、
③在宅療養支援診療所（以下、在支診）等における看取りの実態に関するデータの収
集及びデータベース化、④人口動態調査死亡小票（以下、死亡小票）のデータ分析な
どを、最終年度は、①看取りの実態把握に向けた市町村の取り組みについてのヒアリ
ング調査、②死亡診断書の記載および運用上の課題に関する臨床家へのヒアリングな
どを行った。その結果、既存データの利活用に関し、 
１） 在宅医療にかかる地域別データにより自宅死亡割合の阻害・促進要因が分析できる一
方で、同データの看取り数は月次データのため、約４割の市町村では看取り実績なし
となっているなど、改善すべき点があること 

２） 在支診係る報告書データにより在支診の種類別活動実態が分析できる一方で、厚生局
への情報開示請求等の手続きや pdf 資料のデータ化の問題があること 

３） 死亡小票データにより、死亡場所別／死因別／看取った医療機関の所在地別／エリア
別の看取りの実態が分析できる一方で、①厚生労働省へのデータ入手に対する申出と
いった手続き上の問題、②本データの看取り数には死体検案死数が含まれているとい
ったデータの精度上の問題があること 
などがわかった。また、死亡診断書に基づく統計管理ならびに運用上の課題として、 
１） 死亡診断書に記載された死亡場所種別と実際の死亡場所の一致率が、介護老人保健施
設等で低いこと 

２） 死亡診断書情報を死亡小票に転記する際、死亡診断書と死体検案書の区別をつける様
式になっていないこと（そのため、死亡小票データの看取り数には検案死がふくまれ
てしまうこと） 
などがわかった。 
  看取りに関する重要指標である「自宅看取り率」の精度向上を図るためには、現行
の死亡小票の様式に、死亡診断書と検案書を区別する欄を設け（様式変更）、死亡診断
書（検案書）の原本を死亡小票に転記する際、原本上部にある記載情報を追加入力す
るといった運用変更・改修を行う必要がある。また、死亡診断書を記載する医師が、
多様化する死亡場所を適切に選択することが難しい実態を踏まえて、死亡診断書情報
を死亡小票転記者が、死亡者の住所と施設一覧表を比較・確認しながらデータ修正を
図るといった運用を加えることが望ましいと考える。 
また、市町村単位での分析が難しいものに関しては、国で一括して分析し、市町村
別データ集として公表していくことも検討すべきと考える。 
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A. 目的 

 患者の希望に沿った看取りを実現するた

めには、在宅での終末期医療・介護提供体制

や提供状況に関する実態を地域毎で把握し、

関係者間で課題・阻害要因を共有し、対策を

検討するといったマネジメント展開が必要

となるが、現時点では、実態把握のための手

法すら確立できていない状況にある。 

そこで、本研究では、在宅看取りの実態を

把握するための手法を開発するとともに、

死亡診断書に基づく現行の統計管理／運用

上の課題の抽出と改善策の提言を行うこと

とする。 

 

B. 方法 
Ⅰ.既存データによる看取りの実態把握の

現状・課題と改善策 

1. 「在宅医療にかかる地域別データ集」の活
用関連 
 厚生労働省が作成・公表した「在宅医療に

関する地域別データ集」を基礎とした地域

別データ（市区町村・二次医療圏）をもとに、

自宅死亡割合の地域差要因について検討を

行った。 

2. 「在宅療養支援診療所に係る報告書」の活
用関連 
 全国の地方厚生局及び事務所に対し「在

宅療養支援診療所に係る報告書」の開示請

求を行い、登録されている在支診の 2013 年

7 月～2014 年 6 月の活動状況に関する情報

を入手し分析した。 

3. 「人口動態調査死亡小票」の活用関連 
 厚生労働省『人口動態統計』における「死

亡の場所」をキー変数に、在宅死亡者の特性

を分析した。 
平成 23 年から平成 27 年の人口動態統計

及び埼玉県が公表した保健衛生年報の市町

村別の死亡場所のデータ、厚生労働省「人口

動態調査」にかかる法令や事務処理要綱等

についての調査・分析を行った。 

 また、柏市地域医療推進課にヒアリング

を行い、指標設定の背景、死亡小票の分析の

現状と課題を把握した。 

4. その他のデータ活用関連 
既存統計を用いた看取りの実態把握の事

例として横須賀市健康部地域医療推進課に

ヒアリングを行い、指標設定の背景、算出手

順、現状と課題等について情報収集を行っ

た。また、人口動態調査や警察白書の公表範

囲等について確認し、他市が横須賀市と同

様の指標づくりを行う際に想定される課題

を把握・分析した。 

 

Ⅱ.死亡診断書の活用上の課題と改善策 

医師法 19 条 2 項及び医師法 20 条の要点

を整理したうえで、死亡診断書の作成に係

る実務上の課題を把握するために臨床家に

ヒアリングを行った。 

また、横浜市から提供された人口動態調

査死亡小票データをもとに、人口動態調査

死亡小票に記載されている死亡場所種別と、

死亡場所名称から推察される死亡場所種別

を照合・分析した。 

 

C. 結果 
Ⅰ. 既存データによる看取りの実態把握の

現状・課題と改善策 

1.「在宅医療にかかる地域別データ集」の活用
関連  
1) 看取りを実施する診療所数（対高齢者人口）
が多い市区町村ほど、自宅死亡割合が高

くなる結果が示された。なお、この結果は、

都市規模別（大都市、中都市 1、中都市 2、
小都市、町村）分析でも、同じ結果であっ

た。 
2) 療養病床数（対高齢者人口）が多い市区
町村ほど、自宅死亡割合が低くなる結果が

示された。 
3) 医療・介護提供体制が死亡場所に与える
影響については、都市規模によって異なる

可能性も示唆された。 
4) 年間死亡者数が200人未満となっている
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小規模自治体ほど、自宅死亡割合のばら

つきが大きい。 

5) 自宅死亡割合を被説明変数とする回帰分
析の結果、病院病床数や介護施設定員

数が自宅死亡割合の阻害要因となる一方

で、在支診数が自宅死亡割合の促進要因

となっていることが示された。 
2. 「在宅療養支援診療所に係る報告書」の活
用関連 
1) 自宅死亡者の割合をみると、「機能強化

（単独型）」47.9％、「機能強化（連携型）」  

43.2％、「従来型」37.1％と、機能強化（単

独型）が最も高かった 

2)自宅死亡者割合の分布状況をみると

「80％以上」「20％未満」ともに機能強化

（連携型）が最も高く、医療機関によるバ

ラツキが大きかった。 

3. 「人口動態調査死亡小票」の活用関連 
1) 人口動態統計によると、1951 年段階では
自宅での死亡は 69 万件であり、死亡全体
の 82％を占めていた。しかしこの割合は病
院での死亡が増える中で低下を続けて

1974年には 50％を割り、2015年では 13％
へと低下していた。 

2) 死亡の場所が「自宅」の割合を見ると、1965
年では男性が 20-24 歳の 16％、女性は 25-
29歳の 26％で最も低く、高年齢になるほど上
昇し、男女とも 100歳以上では 96％とほぼ全
員が自宅で死亡していた。しかし 1980 年代
から 70 歳以下の割合は大きく低下し、2015
年では最高が男性は 25-29 歳の 30％、女性
は 20-24歳の 34％であり、そこから 80歳代に
かけて低下し、そこから若干上昇するというパ

ターンとなっていた。 
3) 死因別にみると、2015年では自宅死亡 16万
件のうち、循環器系の疾患が 6 万件、悪性新
生物が 4万件のほか、「異常臨床所見」も 9千
件あった。これは死亡の場所が「病院」「その

他」であった場合の「異常臨床所見」の件数よ

りも多かった。 

4) 人口動態統計死亡小票のデータ入手は
市町村にとって負担となり、また市町村

間でのデータ比較ができないという課

題も明らかになった。 

 

Ⅱ.死亡診断書の活用上の課題と改善策 

1）在宅看取りに際しては、医療機関内で患
者が死亡する場合とは異なり、臨床検査

が行われていないことが少なくないた

め、死亡診断書の記載事項である直接死

因やその原因の記載が困難である。 
2)「発病（発症）又は受傷から死亡までの期
間」について、特に老衰の場合には期間

の記載が困難である。 

3) 死亡小票の元データとなる死亡診断書や
死体検案書の死亡場所種別において、

「介護老人保健施設」「老人ホーム」である

ことが正確に分類・記載されていない。 

 

D.考察および E.結論 
Ⅰ.既存データによる看取りの実態把握の

現状・課題と改善策 

1. 「在宅医療にかかる地域別データ集」の活
用関連 
1) 小規模自治体では偶然的要因による自
宅死亡割合の変動が大きくなっており、

横断面で観察される自宅死亡割合の変

動の一部はこれらの偶然的要因による

ものと考えられる。したがって、自宅死

亡割合の地域差を検討する際には、一定

規模の死亡者数を確保できる地理的単

位への集約、あるいは小規模自治体にお

ける標準化死亡比の議論と同様のベイ

ズ推定の活用など、適切な対処が求めら

れる。 
2) 病院病床については、療養病床のみらな
らず一般病床においても自宅死亡割合

の阻害要因となっており、病院病床が看

取りの場としての機能を果たしている

のみならず、病床の機能分化が依然とし

て十分でないことを示唆する結果とな
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っている。高齢者本人の希望はもちろん

のこと、医療機関の機能分化や医療・介

護の連携を一層推し進めていく必要が

ある。 

2. 「在宅療養支援診療所に係る報告書」の活
用関連 
１) 在宅医療支援診療所は 2006 年の医療法
改正により新設され、都市部を中心に整

備が進んでいるが、機能強化型を中心に

地域差が大きくなっている。したがって、

今後は在支診普及の阻害要因について

も併せて検討を行う必要がある。 
2) 自宅の看取りの推進を考えた場合、自宅
死亡者の約 48%を占める「機能強化（単

独型）」と約 43%を占める「機能強化（連

携型）」がポイントとなる。ただし、両者

ともに、年間死亡者に占める自宅死亡者

割合の分布にバラツキがある（自宅看取

り中心の医療機関と、病院等での看取り

中心の医療機関が混在している）ことか

ら、自宅看取り率などの活動指標もモニ

タリングしながら、自宅看取りに積極的

に取り組んでいる医療機関をより評価

するなど、評価方法の検討が必要である。 

5) 地域での看取りの体制整備を計画的に
進めていく上で、アウトカム指標として

地域での看取り割合、とりわけ自宅死亡

の割合は重要な指標である。ただし、自

宅死亡については、その半数が孤独死で

あるとの報告もあることから、孤独死を

除いた自宅死亡を把握することが必要

となる。 

3. 「人口動態調査死亡小票」の活用関連 
1.看取りの指標の算出方法 
1) 警察統計を引用し指標を作る場合 
警察では死体取扱数という呼称で、死体

検案の状況を把握しており、公文書での

請求という手順を踏めば、所轄の警察か

ら死体検案数の提供を受けられる可能

性はある。ただし、横須賀市の現状では、

警察側がどのような手順と区分で死体

検案書からの集計を行っているのか不

明であり、市にとっての活用範囲は提供

された集計値をそのまま引用すること

に留まるため、警察側での集計方法を確

認の上、データ入手方法について協議す

る必要が生じる可能性がある。 

なお、死体検案の実施状況は、自治体の

立地、検案を担当する医療機関の状況等

により地域差があることにも留意する

必要がある。 
2) 人口動態調査個票に基づき指標を作る
場合 

柏市等では死亡小票を集計し詳細分析

を行っている。しかし、データの扱いに

時間と労力を要することから、分析や指

標作成を経年で継続するには、予算また

は人員の措置が必須となろう。このため、

この方法を実現できる自治体は限られ

ると考えられる 

3) 既存統計の集計・公表スキームの変更 
全国の市町村が、付加的な労力や費用を

かけずに精度の高いデータを入手し、持

続的に施策策定に活用するために、人口

動態調査の仕組み自体の改定が本質的

な解決策となる。これについては、本研

究事業 平成 28 年度報告書 分担報告 5

において指摘・提言済である。 

 

Ⅱ.死亡診断書の活用上の課題と改善策 

1) 死亡診断書と死体検案書の区分を追加
するなど調査票のみの変更は困難では

ない。また、調査票のテキスト化・オン

ライン化は進んでいるものの、調査の元

となる死亡届・死亡診断書等は紙媒体で

役所へ提出となっている。統計の正確性

を担保すると同時に市区町村等の負担

軽減する目的から、特に死亡診断書等に

ついては死亡届の提出とは別にオンラ

インでも提出できるように体制を改め

ることが望まれる。 
2) 在宅看取りの場合、死亡診断書の記載事
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項である直接死因やその原因、発症から

死亡までの期間の記載が難しい場合が

少なくない。死亡診断書の形式について

は、在宅看取りに特有の問題ではないが、

現在使用されている様式の記載欄は狭

く、特に住所など、正式な表記が難しい

場合がある。今後、在宅看取りとの関係

から、死亡診断書の記載方式の改変が必

要か、その検討が必要である。 
3) 死亡小票の記載内容に一層の正確さを求
めるためには、死亡診断書ないし死体検案

書を記入する医師又は歯科医師向けに、

介護老人保健施設と老人ホームの違いを

周知するほか、正確な死亡場所名称を記

入するよう促す必要がある。 

 

F. 健康危険情報 
 なし 
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